
総合資料館基本構想 

 
 
 
創設以来４５年間の推移を踏まえ、取り巻く社会環境の大きな変化や多様化する府

民ニーズに的確に対応するため、平成１９年度に総合資料館の果たすべき役割・機能

の方向性などを盛り込んだ「総合資料館あり方検討プラン（以下「あり方検討プラン」

という。）」が策定された。 
この「あり方検討プラン」は、新たな総合資料館（以下「新資料館」という。）の

基本コンセプトとその実現のために担うべき５つの役割並びに北山地域における新

たな施設整備について以下の方向性を示している。 
本検討委員会は、ここに示された基本コンセプトの具体化に向けて、新資料館が持

つべき機能の充実・強化と施設整備の具体化の方向について検討してきた。その検討

結果を総合資料館基本構想として、とりまとめたものである。 
なお、ここに示す基本構想は、新資料館の実現に向けて具体的な検討を進めるため

の「基本案」であり、今後、各事業等の進捗状況に応じ具体化を図っていくものであ

る。 
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はじめに 

        あり方検討プラン（１９年度策定）に示された基本コンセプト及び施設整備の具体化 

あり方検討プラン 
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基 本 構 想 

○ 持つべき機能の充実・強化 

＜４つの柱＞  

① 京都に関する資料の収集・保存と

積極的活用 

 ② 公文書館機能の充実 

 ③ 研究・学習・教育支援とネットワー

ク機能の強化 

 ④ 北山地域のなかの総合資料館 

○ 施設整備 

  機能を十分に発揮できる施設の規

模と体制 

① 京都に関する歴史・文化関係資料

の収集・保存とデータベースの構築 

② 京都に関する専門研究の振興 

③ 生涯学習等の支援 

④ 次世代の教育支援 

⑤ ネットワーク機能の強化  

具 体 化 に

向けた 

検討 

新 た な 施 設 整 備 

策定趣旨 



 

 

１ 新資料館の基本方針 

 
① 京都に関する過去・現代について調べることのできる施設として、創設以来

蓄積してきたノウハウを十分に発揮し、京都に関する資料を的確に収集・保存

し、後世へ確実に継承するとともに、引き続き、収集・整理・提供に努めるも

のとする。 
 

② 新資料館の基本姿勢、性格を明確にするため、収集・保存・提供に関するガ

イドラインを策定し、公表するものとする。 

 

２ 重点事項 

 

Ⅰ 京都に関する資料の収集・保存と積極的活用 

本館創設以来の蓄積を基礎に、古来よりの日本の歴史・文化の遺産に恵まれ

た京都の地域特性を生かし、歴史・文化関係を中軸に「京都に関する資料」の

収集・保存に重点化し、積極的活用に努める。その具体化方向を、京都に関す

る歴史資料（古文書等）、図書資料、画像・映像資料、美術・工芸品等の項目

別に提示する。 
 
 Ⅱ 公文書館機能の拡充 

    本館は既に昭和４７年から全国に先駆けて公文書館機能を発揮してきたが、

この機能の拡充は今日きわめて重要な社会的要請となっている。 
府政や府民の歩みを示す貴重な歴史資料であるとともに、府民の知る権利を

保障し、現在及び将来の府民への行政の説明責任を果たす上できわめて重要な

資料である府の公文書等を、的確に収集・保存し、活用しつつ、確実に未来に

伝えるための公文書館機能の充実・発展方向を提示する。 
 
 Ⅲ 研究・学習・教育支援とネットワーク機能の強化 

    「あり方検討プラン」で指摘されている、本館所蔵資料を活用した京都に関

する専門研究の振興・生涯学習等の支援・次世代の教育支援・ネットワーク機

能の強化等の具体化方向を提示する。 
 
 Ⅳ 北山地域のなかの総合資料館 

 北山地域に集積した文化施設群との連携を強化しつつ、「あり方検討プラン」

に示された基本コンセプトを確実に実行できる施設としての規模と設備及び

組織体制の方向性を提示する。 
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Ⅰ 新資料館の基本方針及び重点事項 



Ⅴ その他検討を要する課題 
     新資料館の基本姿勢と性格を明らかにしつつ、府民利用施設として府民ニー

ズを的確に把握した公的サービスの内容や水準を提供するため、効果的・効率 

的な運営や組織・体制の検討を進めることが必要である。 
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Ⅰ 京都に関する資料の収集・

保存と積極的活用 

Ⅱ 公 文 書 館 機 能 
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① 開館以来のノウハウを発揮し、京都に関する資料を的確に収 

集・保存し、次世代へ確実に継承する。 
② 新資料館の基本姿勢、性格を明確にするため、収集・保存・提 

供に関するガイドラインを策定し、公表する。  

Ⅰ 新資料館の基本方針及び重点事項 

基本方針 

重点事項（検討の４つの柱）基本方針（事項） 

 
 
Ⅰ 京都に関する

資料の的確な収

集・保存と後世へ

の確実な継承 
 
 
 
Ⅱ 館の基本姿勢、

性格の明確化 
（収集・保存・提供に

関するガイドライ

ンの策定・公表） 



 
 

１ 歴史資料（古文書等） 

資料館所蔵の国宝・東寺百合文書、国重要文化財・革嶋家文書をはじめ８万点 

を超す古文書の一層の活用を図るとともに、古来より日本の中心として、厚みの

ある歴史・文化遺産等に恵まれた京都地域の特性を活かせる、資料の収集・保存・

活用に努める。 

 

① 収集範囲の明確化 

研究資料として有効性・活用性の高い、広域にわたる文書を対象として、長 

   期的展望の下に、計画的に収集する。 

 

 

 

 

 

 

② 共同研究の拡充と成果の発信の強化 

資料館所蔵の資料を活用した京都府立大学等との共同研究を積極的に拡

大するとともに、その成果について広く府民及び研究者等に情報発信する。 

 
２ 図書資料 

京都に関する専門図書館機能を十分に発揮するため、所蔵する図書資料の分野 

を「京都に関する研究・学習支援の機能」を果たす図書資料の収集に一層重点化

するとともに、旧府立図書館蔵書を引き継いだ貴重な資料である７万冊に及ぶ古

典籍についても、保存・整理・調査・活用を進め、より深い京都文化理解を促し、

研究・学習支援に資する重要資料として今後も収集する。 

 

① 収集範囲の明確化 

京都に関する研究・学習支援機能を果たす図書及び所蔵する歴史資料や公文 

書等について調べる上で必要な参考図書等を収集する。   
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① 京都を知る上で必要なもの 
② 直接、京都に関する記述があるもの など 

収集・保存基準の視点

 
① 収集する分野は「京都に関する分野」とする。 
② 図書以外の印刷・出版物の収集に努める。 
③ これまでの蓄積を生かすとともに、京都に関する研究・学習支援機

能を果たす上で必要な図書を厳選して収集する。 

収集・保存基準の視点

Ⅱ 京都に関する資料の収集・保存と積極的活用 



② 調査・研究機能の充実 

・ 所蔵図書、インターネット等のデジタル情報を生かし多様なレファレン

ス（資料情報等の相談）に応える。 

・ 京都に関する研究等を行う機関と連携し、所蔵図書等に関する共同調

査・研究を行うとともに、その成果について広く府民、研究者等に情報

発信する。 

 

３ 画像・映像資料 

① 京都を知る上で、欠くことのできない貴重なものを収集する。 

② 現在所蔵する資料について、今後ますます重要な近現代の歴史資料になるこ

とから、外部の専門家との連携を視野に入れながら、歴史資料として保存・活

用を進める。 

 

４ 美術・工芸品等 

① 京都の美術・工芸を語る上で必要な作品等を収集する。 

② 京都文化博物館等における展示を通じて、広く府民に公開し、活用を進める

とともに、後世に確実に継承する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－５－ 
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① 「京都に関する資料」の収集・保存に重点化        

   ② 所蔵資料の積極的活用

             ○  収集範囲の明確化 →  京都に関する研究・学習支援機能を果た 

す図書及び古典籍を収集 

                 ○   調査機能の充実  →  多様な資料情報等の相談に対応 

                    所蔵図書等の共同調査・研究の実施、  

 成果の還元 

              ○  収集範囲の明確化 →  京都を知る上で必要なものを収集      

              ○  共同研究の拡大   →  府大等との共同研究の拡大 

研究成果の府民・研究者等への還元

Ⅱ 京都に関する資料の収集・保存と積極的活用 

基本目標 

 歴 史 資 料 
（ 古 文 書 等） 

 

図 書 資 料 

              ○  収集範囲の明確化  →  京都を知る上で欠くことのできないもの

を収集 

              ○  外部専門家との連携を視野に入れた保存・利用 

画像・映像資料 

○ 収集範囲の明確化  → 京都の美術・工芸を語る上で必要な作

品等を収集 

                  ○  京都文化博物館等における展示を通じて、広く府民に公開し、

活用を進めるとともに、後世に継承 

 
美術・工芸品等 



 

 

 公文書館法に定める公文書館としての機能を着実に果たすため、京都府の行政文書 

を中軸とした公文書等の収集・保存・公開を積極的に進めるほか、すでに国・重要文

化財に指定されている１万５千点余の京都府行政文書の保存・活用に努めるとともに、

収集・保存・活用に係るシステムを確立し、体制整備を図る。 

 

１ 公文書 

 

① 収集範囲の拡大 

    公文書館機能を着実に果たすため、府の全機関の公文書を収集の対象とす 
ることを原則としつつ、利用者の利便、収集・管理コスト、収蔵スペースの 
検討状況を踏まえ、各機関の状況に応じた収集が可能となるよう検討を進め 
る。 

また、所蔵すべき公文書の範囲を明確にするため、公文書の保存期間に関す 
る問題の整理に必要な各機関における「永年保存規定」の見直しに向けた取組

みを支援する。 
 

② 管理体制の確立 

(ｱ) 収集・選別基準の作成・公表 
公文書館機能が十分に果たせるよう、歴史資料、府政情報としての公文書

の位置付けを明確にするため、収集・選別基準を作成し、公表する。 
 

      
 
 

 
 

 

(ｲ) 公文書の位置付けの明確化 
公文書館機能が十分に果たせるよう、情報公開制度との整合性を図り、公

文書館制度における「公文書」の閲覧・提供の位置付けを明確にする。 
    

(ｳ) 公文書館機能充実のための制度設計 
電子文書を含めた公文書の作成・収集・保存・利用提供まで、一貫した事

務が行えるよう、公文書館機能に係る権限について、国の公文書管理法（仮

称）の動向も踏まえながら、引き続き関係部局との協議を進める。 
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Ⅲ 公文書館機能の拡充 

 
 国民的又は府民全般に大きな影響を及ぼす事件・事務、歴史的に重要な意思

決定など、情報公開と説明責任を果たすために必要な府民の共有財産として収

集する。 

収集・選別基準の視点



 

 

 

 

 

 

③ 閲覧・利用のシステム化 

(ｱ) 学術調査研究目的に限定している閲覧制度の見直しを検討し、学術研究

はもとより、広く一般の積極的活用を促せるよう努める。 

(ｲ) 閲覧制限情報等について客観的な視点を確保し、個人情報保護条例など

との整合性を図りつつ、閲覧基準を定め、公表する。 

(ｳ) 公文書に関して、文書のライフサイクルに応じてインターネット上での

閲覧が可能となるシステムについて関係機関と協議する。 

 

④ 不服審査のシステム化 

閲覧利用等制限に対する不服申立への対応のため、客観的・合理的な解決を 

図るための不服審査機関を設置する。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 府職員への研修及び業務支援 

府職員への文書管理についての研修及び府政に関する所蔵資料の情報提供 

により業務を支援する。 

 

⑥ 府民等への研究支援・広報 

府立大学等の公共政策研究への活用支援をはじめ、府民等の調査・研究を支 

援するとともに、所蔵する資料情報等の広報に努める。 

 

２ 公文書以外の近現代文書 

  公文書以外の京都府の歴史・文化の発展に密接な関わりをもった歴代知事をは

じめ、民間団体、個人等の資料など、近現代文書についても、館としての収集基

準を明確にし、収集・保存・公開に努める。 
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 情報公開制度、個人情報保護制度の解釈・運用状況に留意しつつ、整合性

を図ることが可能な制度設計を行う。 

制度設計の視点

 

・ 公文書に係る府全機関の規定の見直し及び文書関連規程の整備を要請 

・ 文書の廃棄に係る実施機関と館との事前協議の枠組みの制度化に向けた

検討 

協議の視点
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① 公文書の収集範囲の拡大、公文書以外の近現代文書の収集・保存

② 京都府行政文書（重文）の保存・活用促進 

    ③ 公文書館機能の充実に向けた閲覧利用等のシステムの確立 

Ⅲ 公文書館機能の拡充 

 

① 収集範囲の拡大 

   → 府全機関への拡大を検討 

② 管理体制の確立 

   → 収集・選別基準の作成・公表 

   → 館長権限の整理・調整 

③ 閲覧・利用のシステム化 

   → 閲覧・利用の拡大・促進 

   → 閲覧基準の作成・公表 

④ 不服審査のシステム化 

   → 不服審査機関の設置 

⑤ 職員等への研修・業務支援 

   → 文書管理についての研修 

→ 情報提供による業務支援 

⑥ 府民等への研究支援・広報 

   → 府立大学等の公共政策研究支

援 

→ 府民等の調査・研究支援 

→ 所蔵資料情報の広報 

 

収集基準を 明確に

し、収集・保存公開に努

める。 

              
                              に

則
っ
た
運
営 

          

基本目標 

公  文  書 

公文書以外の近現代文書 

公
文
書
館
制
度 

公
文
書
館
法 



 

 

 

１ 京都に関する専門研究の振興 

 府立大学、他大学及び専門機関や研究者等の参画を得て、京都に関する研究を 
支援し、振興を図るとともに、共同研究の企画や成果の発表・普及を支援する。 

 

２ 生涯学習等の支援 

 「京都について調べたい。学びたい」というニーズに的確に応えるため、展覧 

会や講座の開催をはじめ、府内の関係機関と連携した取組みを積極的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 次世代の教育支援 

   公的施設・大学・寺社その他の文化施設と連携し、小・中・高等学校生徒を対 

象とした事業に積極的に取組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ データベースの構築 

① 所蔵全資料のデータベースの早期構築を目指し、順次公開する。 

② 府立大学等と連携し、京都府内の関係機関が所蔵する地域資料に関する情報

を集約し、京都府全体で歴史資料を保存・活用する体制の構築を目指す。 

 

－10－ 

 
①  地域で取組まれている歴史保存・伝承活動を応援し、地域力再生の一助とすると

ともに、具体的な実践活動を通じ、館としての応援プログラムを策定する。 
②  自主的な研究サークルの組織化に応じて、研究面での支援を行う。 
③  京都の歴史・文化に親しみ、興味を持つことができるよう、学校及び地域への 
出前講座等の取組みを行う。 

④  府民が実物（ほんまもん）に触れ、親しむことができる講座、展示を行う。 

事業展開の視点 

 
①  小・中・高等学校生徒を対象として、資料館所蔵の古地図等を活用した京都の歴

史・文化等を学ぶ講座等を開催する。 
②  児童・生徒が実物（ほんまもん）に触れ、親しむことができる講座、展示を行う。

③  京都の歴史・文化に親しみ、興味を持つことができるよう、学校及び地域への出

前講座等の取組みを行う。 
 

事業展開の視点 

Ⅳ 研究・学習・教育支援とネットワーク機能の強化 



５ 所蔵資料の展示 

   所蔵資料について、京都文化博物館などとの協力、連携の下に、展示による活 

用を推進する。 

 

６ 図書館機能の連携 

府立図書館、府立大学図書館との間においては、各機関が独自性を発揮する中

で、所蔵資料情報の共有化とその提供など有機的な連携を推進し、相互連携を一

層強めることにより、更なる利用者の利便性の確保に努める。 

 

７ 府域の関係機関との連携 

地域の歴史資料を収集・保存・提供する府立郷土資料館をはじめ、市町村立の

歴史資料館及び図書館等関係機関との連携を推進し、相互の情報交換等を通じ歴

史資料情報の共有化に努めるなど、ネットワークの強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 展示施設の活用 
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Ⅳ 研究・学習・教育支援とネットワーク機能の強化  

    「京都について調べたい、学びたい」というニーズに対応 

① 大学等専門機関や研究者の参画を得て、研究支援 

② 研究成果の公表等 

所蔵資料を活用した展覧会、講座の開催 

             文化施設等との連携した小・中・高校生を対象とする事業の実施 

① 全所蔵資料のデータベースの早期の構築 

② 府内関係機関の所蔵する情報の集約（府大連携） 

府立図書館、府立大学図書館との有機的連携の推進 

基本目標 

京都に関する 
専門研究の振興 

生涯学習等の支援 

次世代の教育支援 

データベースの 
構築 

図書館機能の連携 

京都文化博物館などとの協力、連携の下で、展示による活用を促進 所蔵資料の展示 

府立図書館、府立大学図書館との有機的連携の推進 図書館機能の連携 



 
 

１ 北山地域の施設との連携 

所蔵資料に関する研究、研究成果の府民還元など、府民利用施設としてのサー

ビスの一層の向上を図るため、北山地域に集積した文化施設群との連携、とりわ

け府立大学や府立植物園との事業や施設の有機的な連携について、一層の強化を

図る。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 主要な施設 

「あり方検討プラン」に示された基本コンセプトを確実に実行できる施設・設

備を有するものとし、府立大学等周辺施設との連携推進の方向に沿った施設とす

る。 

 

(1)  京都に関する資料の重点化関連部門 

① 閲覧スペース 

特別閲覧スペース、研究用個室、マルチメディア対応スペースなど 

② 資料整理スペース 

仮保管、薫蒸、資料整理、補修、編集などを行うスペース 

③ 収蔵スペース 

(ｱ)  書庫（図書、公文書、古文書等）スペース 
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・ 概ね５０年後までの容量を確保 

・ 温・湿度管理、防塵、遮光、防火機能を備えた構造・設備とするととも

に、構造を工夫することによりランニングコスト等を圧縮  

・ 希少資料（貴重書等）、文化財指定資料については、独立保存・管理が

できる構造設備 

・ 閲覧対応に適した構造・設備 

容量・構造・設備の視点

Ⅴ 北山地域のなかの総合資料館 

 
① 府立大学 

所蔵資料を利用した共同研究への積極的な参加などの研究活動やその成果の発信

や展示、講座の開催などの普及活動を通じて、大学及び資料館が相互に持つ知識・

機能を最大限に発揮し、府民サービスの提供が出来るような環境の整備を図る。 
② 府立植物園 

府立植物園が所蔵する文献・資料等に係る保存・整理・活用に関する連携や子供

からお年寄りも参加できる共同事業の実施など、相互に持つ専門知識と技術に応じ

て、連携を推進する。 

連携の視点



（ｲ）  公文書に係る中間書庫スペース 

・ 館長への権限委任等の枠組みの調整・検討と平行して、適切

な規模等の検討も進める。 

・ 利用者の利便性等を考慮し、各機関の現行の保存施設を中間

書庫として指定する方向についても検討する。 

 

④ 美術品等の収蔵スペース 

京都文化博物館（展示）との役割分担を踏まえ、収集視点に従い寄贈等

による京都府所有の貴重な資料を保存する。 

 

 

 

 

 

 

⑤ その他 

      諸資料の収蔵施設の有効活用を図るため、必要に応じ、所蔵資料の廃 

棄・移管システムの構築についての検討を行う。 

 

(2)  生涯学習等の支援部門 

① 学習支援 

研究成果等の府民還元のための講座開催や学習のためのスペ－ス 

 

② 研究支援 

自主研究グループ等が活用できるセミナールーム 

 

(3)  次世代教育支援等関連部門 

常設的な展示及び自主グループ等の研究発表等が行える展示スペ－ス 

 

３ 主な体制 

所蔵する「京都に関する資料」を的確に収集・保存し、府民還元の推進を図る

とともに、人材育成の視点をもった体制を整備する。 

   また、各グループ相互の強みを活かした連携を行い、より効果的・効率的サ－

ビスの展開に努める。 
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・ 概ね５０年後までの容量を確保 

・  温・湿度管理、防塵、遮光、防火機能を備えた構造・設備とするとと

もに、構造を工夫することによりランニングコストを圧縮 

容量・構造・設備の視点



(1)  所蔵資料管理部門（仮称：資料管理グループ） 

資料の収集・保存・整理と調査・研究や広く資料情報等の相談にも応え 

得る体制を整備し、機能の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

① 歴史資料部門 

資料の収集・調査や共同研究推進に応じうる体制を整備する。 

② 図書資料部門 

閲覧事務等日常業務の効率化を図るとともに、資料の収集・調査・整理

やレファレンスに応えうる体制を整備する。 

③ 画像・映像部門 

整理・保存等に専門性を持った専任の職員を確保し、体制を整備する。 

④ 美術・工芸品部門 

京都文化博物館との連携を踏まえ、専門性を持った収集・保存等の管理 

ができる体制を整備する。 

⑤ 公文書部門 

資料収集・整理・保存・閲覧・提供システムを適切に運用できる体制を

整備する 

 

(2)  研究支援・企画部門（仮称：研究支援・企画グループ） 

展示・生涯学習支援・専門研究推進及び他機関との連携に係る企画運営を

行える人材を確保し、館全体で事業推進できるシステムを構築する。 

 

(3)  施設の管理部門 

     国宝、重要文化財等貴重な資料を保存、継承する施設であることから、十 

分な管理が行える体制を整備する。 
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・ 東寺百合文書を所蔵する京都府の責務として、平成１５年度から開始した

翻刻出版事業の継続が可能となる体制 

・ 資料の収集・保存・整理・公開に係るシステムの構築ができる技量を持っ

た職員の確保 

整備の視点 



４ 施設の機能・規模 

主な施設の機能・規模は、本基本構想の段階においては、概ね以下の機能・規

模が見込まれる。 

ただし、本計画に見込む規模は、現段階におけるものであって、引き続き、基

本計画、基本設計等の各段階において、精査・検討するものであり、特に収蔵機

能・規模については、現実性のある柔軟な対応を視野に入れて検討を進める。 

 また、各施設機能については、府立大学との相互利用など柔軟な利用ができる

よう配慮する。 

 

(1)  主要施設の機能・規模 

① 閲覧 

所蔵する図書等を閲覧に供するため、席数約 180 席、キャレルデスクの

採用などプライバシ－に配慮した機能、マイクロリ－ダ－やデジタル画像

の閲覧できるマルチメディア対応機能も整備 

② 特別閲覧 

貴重書等取扱いに配慮を要する図書等を閲覧に供するため、席数約 30

席の規模を有するスペ－スを整備 

③ 文書閲覧 

古文書、公文書等を閲覧に供するため、席数約 40 席の規模を有するス

ペ－スを整備 

④ 大型資料等閲覧（新設） 

絵図等の大型資料を閲覧に供するため、絵図等を展開して閲覧できるス

ペースを整備 

⑤ 講座 

京都に関する歴史や文化、所蔵資料を活用した府民講座などに使用する

席数約 200 席の規模を有するスペ－スを整備 

⑥ セミナ－（新設） 

研究成果の発表などに使用する席数約200席の規模を有するスペ－スを

整備  

なお、２室に分割して使用可能な構造も検討する。 

⑦ 共同研究 

共同研究に使用する席数約 30 席の規模を有するスペ－スを整備 

⑧ 生涯学習支援（新設） 

地域・職域などの自主研究グル－プや個人が学習のために使用する席数

約 70 席の規模を有するスペ－スを整備 

⑨ 整理・補修(新設） 

所蔵資料の整理・補修やデジタル化など情報の編集・発信のためのスペ

－スを整備 
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⑩ 展示 

所蔵資料の展示スペ－スを整備 

なお、大型絵図等が展示できる構造を有するほか、常設展示、デジタル

展示視聴コーナ－、体験学習が可能なスペ－スも検討する。 

 

(2)  収蔵機能・規模 

      新資料館が所蔵する図書、古文書、公文書、画像・映像資料、美術・工芸 

品等に係る保存・活用・提供などの機能を十分に発揮するためには、相当程

度の収蔵スペースが必要であり、詳細な必要面積等については、具体的な施

設整備に合わせて検討する。 

 

(3)  その他 

管理部門：新資料館の規模により別途検討 

 

５ 施設に関する検討事項 

 

(1)  立地 

    ① 北山グランドデザイン 

北山地域における施設連携等をベースに文化・環境・学術の交流・発信

拠点として検討が進められている「北山グランドデザイン」をもとに、新

資料館の規模やデザインなど、実施設計に向けた検討を更に進める必要が

ある。 

 
② 関係施設との利用導線 

       隣接する「府立大学」はもとより、「府立植物園」、「陶板名画の庭」と 

の連続した利用も可能となるよう、施設への入館経路等を幅広く検討する 

必要がある。 

 

    ③ 歴史的経過 

      設置後 45 年を経過し、全国の研究者や関係者から親しまれている経過 

に鑑み、引き続き北山地域における歴史・文化の活動拠点として、北山地 

域での建設を検討する必要がある。 

 

(2)  京都らしさ 

     千年の歴史の中に息づく伝統を重んじながらも、常に先進的な技術や思想 

を取り込んできているという「京都らしさ」を、新資料館の立地、建設、デ 

ザインなどに反映できるよう検討を進める必要がある。 
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１ 効率・効果的な運営 

 

(1)  新資料館の基本姿勢と性格を明らかにしつつ、府民利用施設として府民ニ

－ズを的確に把握した質の高い公的サービスを提供する必要があり、開館日

や開館時間などをはじめ、資料提供方法などの検討をすすめ、公表する。 

     このため、新資料館が持つ機能と資料の特性に基づいた提供方法や開館時 

間を設定できるなど、柔軟に対応できる構造、体制を検討する必要がある。 

 

(2)  外部評価機関による評価・指導や協働・協力組織の育成に努める必要があ 

る。 

 

２ 設置根拠等の整備 

新資料館として持つ機能を明確に位置付け、最大限の能力を発揮し、府民の理 

解と活用が促進されるよう新しい資料館の機能を表す「条例」を整備するととも

に、組織・体制についても十分な整備が図れるよう検討を進める必要がある。 

   さらに、施設の性格や活動がわかりやすい名称を付すとともに、府民利用施設

として府民に愛着の持たれる愛称についても、引き続き検討する必要がある。 
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Ⅵ その他検討を要する課題 
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Ⅳ 北山地域のなかの総合資料館

Ⅴ 北山地域のなかの総合資料館

① 北山地域の文化施設群との連携強化             

② ふさわしい施設の規模・体制整備    
基本目標 

 

 

 

 

 

北 山 地 域 の 

なかの資料館 

施設整備 

＜規模＞ 

北 山 地 域 の

文化施設群と

の連携推進 
 
共同研究、共同事業 

 
機能に応じ

たサービス

提供 

 

体制の確保 

                                             
           ○ 府立大学 ： 共同研究、成果の普及など          

           ○ 植 物 園 ： 文献資料の保存・活用等連携、共同事業 

           ○ 基本コンセプトを確実に実行できる施設・設備  

           ○ 府立大学等周辺施設との連携推進の方向性に沿う

整備  ①閲覧スペース ②収蔵スペース

○ 京都に関する資料を的確に収集・保存し、府民還 

元を図るとともに、人材育成の視点を持った体制 

           ① 所蔵資料の管理部門   ② 研究支援・企画部門 

           ③ 施設の管理部門 

         ○ 北山グランドデザイン  ○ 利用導線 

         ○ 歴史的経過        ○ 京都らしさ  

北山地域の

文化施設群

との連携 

施設整備 

体  制 

施 設 整

備 に 係

る 検 討

事項 

Ⅵ その他検討課題   

                ① 効率的・効果的な運営 

                ② 設置根拠等の整備
検討を要する課題 
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新資料館のイメージ等

 

名称   ＜案＞   京 都 府 立 京 都 歴 史 文 化 資 料 館 

新  資  料  館  

歴 史 資 料 

 

古 文 書 等 

近・現代資料 

 

公文書、その他の

近・現代文書 

図書資料  

 

京都に関する研究、

学習を支援する図

書等及び古典籍 

美術・工芸品等 
 
 

京都の美術・工

芸等を語る上で

必 要 な 作 品 の

収集・保存 

京都文化博物館 

（展示機能） 

 

京都に関する資料の収集・保存・利用提供から、調査・研究支援、生涯学習支

援、次世代教育支援まで、京都の歴史・文化についての研究・学びを支援し、情報

を発信する資料館 

施設の性格 

画像・映像資料 

 

近現代の画像・映

像・音声資料 

府民ニーズ等  京都の歴史・文化について、知りたい。調べたい。

的確な収集・整理・保存・展示・利用提供（還元） 

歴史博物館（文書博物館）・公文書館・専門図書館機能 

          

(注)  歴史資料、画像・映像資料、近・現代資料、図書資料などの区分は、自明の物もあるが、検討を要する物もあり、実施に当たっ

ては文言にとらわれず、個別検討するものとする。 

資料の収集・整理・保存・展示・利用提供

連

携



 
【 参 考 】 

 
検討委員会委員及び検討経過 

 

① 委員                         （50 音順） 

  区   分   氏  名   （  役    職  名   ） 
井 口 和 起（京都府特別参与・総合資料館長） 
上 田 純 一（ 京 都 府 立 大 学 文 学 部 長 ） 
鈴 木 眞 咲（京都府京都文化博物館副館長） 
藤 井 讓 治（京都大学大学院文学研究科教授） 
堀  純 子（国立国会図書館関西館主任司書） 

本 田 一 泰（京都府文化環境部副部長） 

      （座長） 
 

 
委     員 

 
 

 吉 澤 健 吉（ 京 都 新 聞 総 合 研 究 所 長 ） 
内部ワーキングオブザーバー 小 林 啓 治（京都府立大学文学部准教授） 

 
② 検討経過 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ＊ 開催場所：総合資料館２Ｆ会議室、京都府職員研修・研究支援センター 
 
 

   
 
 
 
 
 
 

－20－ 

回 数 開 催 年 月 日 主 な 検 討 内 容 等 
第１回 平成 20 年 6 月 27 日（金） ・ 委員会の設置、今後の進め方等 

第２回 平成 20 年 ７月 29 日（火）
・ 新資料館に必要な図書・資料の範囲 
・ 収集方針、整理方策等 

第３回 平成 20 年 8 月 22 日（金）
・ 古文書の収集・保存・閲覧システム 
・ 公文書の収集・保存とデータベースの構築

第４回 平成 20 年 10 月 10 日（金） ・ 調査研究機能、収蔵機能、展示機能 
第５回 平成 20 年 10 月 29 日（水） ・ 新資料館の規模、体制 
第６回 平成 20 年 11 月 26 日（水） ・ 基本構想素案 
第７回 平成 21 年 １月 28 日（水） ・ 基本構想（案）まとめ 


